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研究成果の概要（和文）：本研究は、植民地経済を変革し、国民の富の増大を目指した独立期ア

フリカ諸国が掲げた開発主義の課題が、じつにこの半世紀の間ほとんど実現しなかったとの認

識に立ち、その歴史的背景を検証する試みである。総じていえば、アフリカの旧英領諸国が独

立に際して直面した喫緊の課題とは、旧宗主国イギリスの開発政策を受け入れ、経済発展に資

する政策を早急に具現化することにあったといえる。本研究では、その苦闘に満ちた歩みを具

体的に明らかにするなかで、アフリカの脱植民地化と経済発展の史的特質を考察した。 

 
研究成果の概要（英文）：The purpose of this research is to examine an interactive role of the 

British aid policy in the heady days of independence in Africa. Based on official documents 

in the 1960s and the 1970s it casts a new light on the perspective of the British aid policy 

and Britain’s external relations with Africa: Britain did not push for neo-colonial relations 

with (ex) colonies in Africa but eager to discard her ties to sluggish economies. For Africa, it 

meat that the continent was eliminated from the economic interest of developed countries, 

and thus, forced to have a tenuous relationship with the center of the international 

economy. 
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１．研究開始当初の背景 

第二次世界大戦後のアフリカにおける経
済開発の歴史は、大きく二つの領域から検
討されてきた。第一に、I・ウォーラーステ
インや R・ロビンスン等にみられるように、
独立は国際経済に対する植民地主義的従属
関係を変えなかったと、独立国の経済的従

属状態を主張する見解がある。これらの研
究は、対アフリカ特恵貿易を約束したヤワ
ンダ協定の意義に加えて、戦後のヨーロッ
パ諸国が積極的に進めた「第二次アフリカ
争奪戦」といわれるアフリカ開発戦略にお
いて、投下された資金の大部分が第一次産
品輸出の促進を意図していた点を強調して
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いる。いうなれば、独立期のアフリカ経済
開発に初期条件として付与された、植民地
経済の桎梏が明らかにされている。こうし
た植民地経済からの脱却を目指して、アフ
リカ諸国が採択した二つの開発主義路線に
ついても、R・ベイトや P・コリアーをは
じめとする開発経済学や政治経済学の領域
において膨大な研究蓄積がある。そこで示
唆されているのは、パイの公平な配分を目
指した「アフリカ社会主義」型の開発主義
と、経済の効率性を重視してパイそのもの
を拡大しようとした成長志向の親欧米型開
発主義とが、農業促進にせよ工業化政策に
せよ、いずれも計画中途で挫折を余儀なく
されたという事実である。その理由につい
ては、パン・アフリカニズムの苦闘と共に
アフリカ国家運営の困難が指摘されること
もあるが、近年では、欧米のコミットメン
トや 1970 年代以降アフリカ開発に全面的
に関与する世銀や IMF の国際的影響力の
内容に、より大きな関心が寄せられている。 

要するに、これらの学術的背景から言え
るのは、アフリカの経済発展は、いずれにし
てもアフリカが国際政治経済に段階的に統
合されるという、アフリカ現代史を貫く大き
なテーマのなかで展開し、そして苦闘を余儀
なくされた、という点である。研究代表者は、
これまでの研究や共同研究での研鑽を通し
て、過酷な自然や土地豊富・労働希少といっ
た要素賦存と、植民地主義が刻印した内外の
諸関係が、初期条件として独立期アフリカの
開発主義の継続性を阻害したとの知見を得
ていた。他方、「東アジアの奇跡」を実現し
たアジアの独立国が、垂直的な冷戦秩序の下
で相互補完的 complementary な経済関係を
享受し得た側面（外需か内需かという定式の
みならず、成長志向型開発主義への国民的支
持、それを促す政府の統制力、地域経済間の
「雁行的発展」、それらの成長戦略を担保し
た「強制された自由貿易」の重要性等）に着
目し、アフリカではそうした国際政治経済と
の相互作用がうまく機能しなかった、との考
えを得た。とりわけ独立当初のアフリカ諸国
においては、研究史が指摘する特恵貿易やス
ターリング圏といった植民地経済のマクロ
な所与条件の変革というよりは、旧宗主国が
提供する開発援助パッケージをいかに受容
し、政策に具現化するかというミクロな取り
組みこそが、困難であるが現実的で、何より
喫緊の課題だった。こうした問題関心と研究
履歴に基づき、研究代表者は、独立期アフリ
カの経済発展の歩みを、旧宗主国の開発政策
との相互展開に着目し、その実態を検証する
必要があるとの着想を得て、本研究を開始し
た。 

 

２．研究の目的 

本研究は、独立期アフリカの開発主義を、
イギリス開発政策の受容と困難を伴う具現
化の経緯に着目して検討し、アジアの発展と
の比較史的観点を加味しながら、アフリカの
脱植民地化と経済成長の史的特質を明らか
にする試みである。具体的には、アフリカに
おけるイギリス植民地支配の拠点の一つで
あった東アフリカを取り上げる。そのうえで、
以下の三点に沿って研究を進める。 

（1）第 1 に、先行研究の整理をふまえた
うえで、分析対象の国際的背景をなすイギリ
ス開発政策の具体的展開について、イギリス
側の史料を中心に検討する。 

（2）それをふまえて第 2 に、これを受容
した東アフリカ（ケニア、タンザニア、ウガ
ンダ）の国内政治経済に分析の軸足を移し、
その開発主義政策の実態について、東アフリ
カ側の史料を中心に検討する。 

（3）第 3 に、それらの分析を総合的に考
察し、アジアの開発主義との比較史的考察を
加えたうえで、アフリカ独立の歴史的意義に
ついて一定の見解を示す。 

 

３．研究の方法 

（1）先行研究のサーヴェイとイギリス開発
政策についての実証研究 
①本研究全体にかかわる基礎研究の整理 

イギリス側と東アフリカ側の双方の研究
蓄積を広く再検討することによって、本研究
全体にかかわる研究動向について多角的に
概観し、本研究を支える学術的基礎を強固に
する。 
②イギリス開発政策についての実証研究 

主にロンドンのナショナル・アーカイヴス
が所蔵するイギリス政府関連公文書を中心
に検討する。戦後イギリスの開発援助政策を
史料に即して跡付ける。 
（2）イギリス開発政策を受容した東アフリ
カの開発主義についての実証研究 
①教育等を通した人的資源開発が成長戦略
にいかに結び付けられたのか 

人的資源開発を農業や製造業の技術普及
といった成長戦略に結びつける政策パッケ
ージの不在は、近年の開発経済学がアフリカ
の低成長の要因の一つとして重視した問題
である。本研究では、独立期の東アフリカ各
国政府が、どういう経緯で人的資源開発を含
んだイギリスの開発援助パッケージを受け
入れ、いかなる政策を講じてこれを具現化し
ようとしたのか、例えば 1967 年に地域経済
関係の確立を目指して創設された東アフリ
カ共同体の役割等を手掛かりに明らかにす
る。 
②要素賦存や植民地主義的初期条件がいか
に影響を及ぼしたのか 

この点については開発経済学の重厚な研
究蓄積があるが、それらは大胆な経済学的仮



説を精微な数式で論証するあまり、ときに現
実からかけ離れた歴史像を提示するきらい
がある。そうした傾向を批判した経済史家
G・オースティンの研究などに学びながら、
開発政策への影響を東アフリカの事例に即
して検討する。 
③イギリス開発援助政策の下で公共財をい
かに整備拡充し得たのか 

開発政策における公共財（植民地の歴史を
背景に独立当初は、便益の波及が複数の国に
及ぶ国際公共財としての性格が強かった）の
意義については、重要性が指摘されながらあ
まり検討されていないのが現状である。特に
イギリス開発政策において一定の意義を認
められた衛生、水路や交通路、灌漑システム
等の整備拡充事業は、（政治的配慮に基づき）
特定の集団のみが享受し得る分割可能な資
源供与であったのか否か、公共財としての真
価が問われていた。その実態について具体的
に検討する。 
 
４．研究成果 

本研究の目的は、植民地経済を変革し、国
民の富の増大を目指した独立期アフリカ諸
国が掲げた開発主義の課題が、この半世紀の
間ほとんど実現しなかったとの認識に立ち、
その歴史的背景を検証することにあった。 

この研究課題を進めるにあたって、先行研
究の整理を踏まえたうえで、分析対象の国際
的背景をなすイギリスの開発政策の具体的
展開について、イギリス側の資料を中心に検
討した。先行研究としては、（1）イギリス帝
国史、特に経済史、（2）国際関係論、特に崩
壊国家論、（3）アフリカ経済史、（4）開発経
済学等々の分野を中心に整理を試み、本研究
全体に関わる研究動向についての概観を得
ることができた。そのうえで、イギリス側が
戦後どのようにして（旧）植民地・開発途上
国に対して開発援助政策を展開してきたか
について、国立公文書館 TNA 所蔵文書を中心
に調査・考察した結果、特に脱植民地化が本
格化する 1960 年代を一つの転換点として、
戦後の「植民地開発政策」が終わり、ポスト
コロニアル世界に対応した新しい戦略（金融
業務に重点をおいた）が打ち出されていく経
緯を跡づけることができた。 

こうした成果は、「５．主な発表論文等」
に記した論文や講演、学会発表を通して発表
してきた。例えば、「イギリス対外援助と帝
国の解体」（『ヨー ロッパ文化研究』第 13巻、
2012 年、89－129 頁）では、第二次世界大戦
後のイギリス開発援助政策の経緯を時系列
的にまとめたものであり、イギリス開発援助
政策の概観を得る研究として位置づけられ
る。もっとも、本稿は基本的にイギリス開発
援助政策が戦後どのように行われてきたの
か、その経緯を概観する党、どちらかといえ

ば静態観察に基づくものであり、事象の原因
結果を史料に基づき跡付けるところまでは
至っておらず、それらは今後の課題として残
されている。 

他方、実際に独立期アフリカにおいてイギ
リスの援助がどのように開発に結びついた
のか(あるいは結びつかなかったのか)とい
う点については、近刊に章分担執筆した業績
等で発表予定である。また、イギリスの援助
政策が 1960 年代後半 以降退潮傾向に陥り、
独立期アフリカの開発政策にほとんど資す
ることがなかった経緯についての考察は、近
刊の「アフリカからの撤退―イギリス開発援
助政策の顚末」（『国際政治』第 173 号、2013
年 6 月刊行予定)で発表予定である。 
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